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研究成果の概要（和文）：社会が災害科学に期待することは自然災害の防止や軽減であり，それには災害を予測する必
要があるが，予測が困難な場合が多いため，災害科学の社会貢献は不定性が高くなる．それを念頭に置かずに「踏み越
え」が行われると科学者が刑事責任まで問われることがあり，イタリアのラクイラ地震裁判はその最近の例である．我
々は，資料収集や聞き取り調査，判決理由書の分析等を行い，そこでの災害科学の不定性と科学者の責任を検討した．
その結果，裁判の対象となったラクイラ地震の人的被害は，災害科学の不定性を踏まえない市民保護庁副長官の安易な
「安全宣言」が主な原因という結論を得た．また，これのみを報じた報道機関にも重大な責任がある．

研究成果の概要（英文）：What disaster sciences are expected by the society is to prevent or mitigate 
future natural disasters, and therefore it is necessary to foresee natural disasters. However, various 
constraints often make the foreseeing difficult so that there is a high incertitude in the social 
contribution of disaster sciences. If scientists overstep this limitation, they will be held even 
criminally responsible. The L'Aquila trial in Italy is such a recent example and so we have performed 
data collections, hearing investigations, analyses of the reasons for judgement, etc., to explore the 
incertitude of disaster sciences and scientists’ responsibilities.　As a result, we concluded that the 
casualties during the L'Aquila earthquake were mainly due to a careless "safety declaration" by the 
vice-director of the Civil Protection Agency, where the incertitude of disaster sciences had never been 
considered. News media which reported only this "safety declaration" were also responsible for the 
casualties.

研究分野：地震学

キーワード： 災害情報　地震災害　イタリア裁判　科学コミュニケーション　リスク・コミュニケーション　刑事裁
判

  ２版



様	
 式	
 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）	
 

１．研究開始当初の背景 
2009年 4月 6日，未明のイタリア・ラクイ

ラ市を襲ったマグニチュード 6.3（Mw, USGS
による）の地震は 308名の死者を含む多くの
被害を生んだ．同地域では，この地震が発生
する半年前から群発地震が引き続いており，
地震発生 1 週間前の 3 月 30 日にはさらなる
活発化が見られた．大地震発生への住民の不
安を鑑みて，当局は翌 31 日に専門家による
大災害リスク委員会を開催した．この委員会
には災害の種類に応じて随時召集される専
門家が含まれ，災害発生の可能性や被害の見
通しなどの情報提供が目的とされている．地
震学者等を含めた 7名の専門家が招集された
同委員会後の記者会見には，委員 2名（当局
からの 1名と火山学者 1名）が対応し，大地
震が起きる心配はないと，事実上の安全宣言
を発表した[Nature, 2010]．308 名の死者を出
すラクイラ地震が発生したのはその 6日後の
ことである．安全宣言がなければ避難してい
たはずだ，という住民や遺族らの申し立てに
より，地震発生から約 1年後の 2010年 6月，
ラクイラ検察局が専門家らの捜査に踏み切
った．捜査理由は，群発地震があったにもか
かわらず，専門知識を有する人々が大地震発
生のリスクに言及しなかった点にあり，2010
年 6月時点において専門家らは過失致死罪に
問われる可能性が出ていた（ANSA通信，2010
年 6月 3日）． 
検事長が公開した委員会での議事録によ

ると，専門家らは「群発地震が大地震の前触
れになるとは必ずしも言えないが，大地震発
生の可能性がないとも言えない」といった議
論をしていた．地震学の知識を有する専門家
であれば，この考察はごく当然のものであり，
群発地震が大地震に結びつくかつかないか
は，火山性地震などの一部の現象以外におい
ては全く未解明である．にもかかわらず委員
会後の会見において「大地震の心配はない」
と発表したことは，世界中の多くの専門家に
とって意外なものであった．当初，この不可
解な情報の解釈のひとつとして，専門家であ
っても置かれている状況や立場によって発
信すべき情報にバイアスをかけてしまうこ
とを示唆しているのではないか，との仮説を
立て，本研究を開始した． 
立場によって発信情報にバイアスがかか

る可能性については，[Kraus et al., 1992]らの
研究がある．[Kraus et al., 1992]らは化学物質
に関するリスク認知が学術関係者・行政関係
者・産業関係者・一般市民の間でいかに異な
るかを調査し，リスクコミュニケーションの
あり方を提起した．その中で，等しく毒性化
学分野の研究者であっても，産業関係者の方
が学術・行政関係者よりも化学物質に関する
リスク認知が低いことを挙げている．これは
同じ専門知識を有していても置かれている
立場によってリスク認知が異なることを示
している． 
地震予知分野においても，1923年の関東地

震に関する今村・大森論争が類似の事例とし
て挙げられる．関東大震災発生の 20 年ほど
前に，時の東京帝国大学地震学教室助教授の
今村明恒によって，近く関東を襲う大きな地
震が起きること，そのためには日頃からの心
がけが肝心であることが言われた [今村 , 

1905]．その説を根拠に，今にも大地震が襲っ
てくると煽った報道によって市民の間に騒
ぎが巻き起こった．既に世界的権威であった
同主任教授の大森房吉は「その可能性は低
い」としばしば発言して，論文も発表してい
る[大森, 1906]．今村・大森とも，平時からの
地震の備えの重大さを言及しているにも関
わらず，それよりも両専門家の大地震の発生
予測の相違点のみが取り上げられたことは，
結果的に社会全体へ大きな損失をもたらし
た． 
 
【参考文献】 
• Nosengo, N., “Italy puts seismology in the 

dock”, Nature, 465, 992 
• Kraus, N., T.Malmfors, and P, Slovic, 

“Intuitive Toxicology: Expert and Lay 
Judgements of Chemical Risks”, Risk 
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２．研究の目的 
地震予知など科学的に解明されていない

領域において，専門家が災害発生の可能性や
被害の見通しについて見解を求められるこ
とは多々あり，そこでの情報発信の在り方は
社会に大きな影響をもたらす．そこで，2009
年のラクイラ地震とそれによる専門家訴追
事件を詳細に調査することで，発信した災害
情報の何がいけなかったのか，災害情報はい
かに発信すればいいのかを明らかにし，今後
の災害による混乱や災害の軽減に資するこ
とを目的とする． 
 
３．研究の方法 
(1) 関係者へのヒアリング 
① 行政担当者：市民保護局副長官デ・ベル
ナルディニス氏，市民保護局室長ドルチェ氏 
② 大災害委員会メンバー： バルベリ博士，
ボスキ博士，エヴァ博士，カルヴィ博士，セ
ルヴァッジ博士 
③ 被災者 
④ 周辺関係者： INGV コッコ博士，アマト
博士 
(2)判決文の解読． 
① 一審判決 
② 控訴があれば二審判決 
 
４．研究成果 

2011年 5月に予備審理が，9月には公判が
ラクイラ法廷で開始され，合計 31回（1回の
延期を含む）の公判が開かれた．2012年 9月
の 30回目に読み上げられた論告求刑書（D’
Avolio and Picuti, 2012）では犠牲者 34名（死
者 30 名，負傷者 4 名）に対する共同過失致
死傷罪で禁固 4年が求刑され，翌月の最終回
に出された判決では 1名の死者に対する因果



関係は否定されたものの，残る 33 名に対す
る共同過失致死傷罪により求刑を上回る禁
固 6年，公職からの追放，総額 800万ユーロ
以上の賠償金及び国家賠償となった．判決の
詳細な理由書（Billi, 2013）は 2013年 1月に
公表され，被告人らは控訴を行っている． 
論告求刑書の判決理由の詳細を挙げる前

に，大災害委員会が開催されるまでの経緯お
よび記者会見とその晩の報道について，関係
者へのヒアリングによって新たに得た情報
をまとめておく． 
まず大災害委員会開催前日に，委員会の開

催を指示したベルトラーゾ長官からラクイ
ラ市のあるアブルッツォ州防災担当官であ
るスターティ評議員へ，巷で予知情報を出す
"お騒がせ野郎"を黙らせるために委員会を開
催すること，そして安全宣言を科学者の口か
ら言わせることを伝える電話があった．（警
察が別件でベルトラーゾ長官の電話音声を
盗聴していたために発覚．） 
おそらくは長官のこの意図を汲んでラク

イラ市に入ったデ・ベルナルディニス副長官
は，委員会開催前のぶら下がりインタビュー
で「エネルギーが断続的に放出されているの
で，事態は良好である」との趣旨の発言をし
ている．この映像は YouTubeにアップロード
されているが，周囲には委員会メンバーはお
らず，単独インタビューとなっている．した
がって専門家らは，副長官が安易に安全宣言
を行ったことを知らずに委員会へ出席して
いる． 
委員会後の記者会見には，バルベリ博士と

デ・ベルナルディニス副長官，スターティ評
議員そしてラクイラ市長とが対応している．
ぶら下がりインタビューでは誰一人として
安全宣言を行っておらず，慎重に地震への備
えについて伝えている．ところがこの晩のト
ップニュースでは「市民の皆様には朗報です．
安全宣言が出されました」と報道されている．
そして被災者らは，「安全宣言」を報道から
得たと言っていた． 
以上をふまえて，論告求刑書に書かれてい

る求刑理由を詳しく見ていく． 
(1) 大災害委員会会合において，2008

年 12 月からのラクイラ地域の地震活動に関
して，「予測と防止」の活動と任務という観
点からは大雑把で曖昧で効果のない危険度
評価を行ったこと． 

(2) 大災害委員会会合において，メディ
アへの声明と議事録の作成を通して，市民保
護庁やアブルッツォ州市民保護評議員，ラク
イラ市長，ラクイラ市民に，不完全で不正確
で矛盾した情報を提供したこと． 

(3) 下記の言動により，被害者が，2009
年 4 月 6 日午前 3 時 32 分に起きた地震にい
たるまで，何ヶ月も前から頻繁にかつ次第に
そのマグニチュードを増大させながら何度
も繰り返し起きていた地震による揺れを感
知していたにもかかわらず，家の中にとどま
るように誘導されたこと． 

・「したがって予測を行うことは不可能で
ある」，「地震現象に関して，時期についての
予測を行うことは極めて困難である」，「多く
の小地震を単に観測しても前兆現象につな
がらない」，「どんな予測にも科学的な根拠は
ない」（委員会会合でのボスキとバルベリの
発言） 
・「アブルッツォでの強い地震の再来周期

は非常に長く，1703年のような大地震が短期
間でやってくることはなさそうである，それ
を完全に否定することはできないが」（委員
会会合でのボスキの発言） 
・「小さなマグニチュードの一連の地震が

大地震の前兆であると言える根拠はない」 
（委員会会合でのボスキとバルベリの発言）  
・「揺れの記録は加速度の強いピークで特

徴づけられるが，数ミリの小さなスペクトル
変位 8)も見える．したがって構造物に対する
被害はほとんどないだろう．加速度に敏感な，
脆弱な構造物などは被害があるだろう」（委
員会会合でのカルヴィの発言）  
・「（3 ヶ月間ラクイラに影響を及ぼしてい

る群発地震は）疑いようもなく通常の現象で
ある，中部イタリアのアブルッツォのような
地域で起こる地震現象としては．ラチオやマ
ルケには多少の揺れの被害があったが」（委
員会会合直前のデ・ベルナルディニスのイン
タビュー） 
・「危険はまったくない．スルモナ市長に

言ったことだが，科学コミュニティは私にこ
う認めている，エネルギー放出が続いており，
状況は好都合である．やや強い地震が起こる
にしても，桁はずれに強いものではなく，小
さな被害しか見ていないようなものなので，
現状は好都合な状況にある」（委員会会合直
前のデ・ベルナルディニスのインタビュー） 
上記のうち，委員会会合でのボスキとバル

ベリの発言が理由(3)の言動のひとつとして
挙げられているのが不可解に見えるが，”
previsione”という単語を科学者は「予知」と
いう意味合いで使っているのに対して検察
官や判事は委員会正式名称のように「予測」
という意味合いで使っていることによる誤
解から生じている．地震予知が現時点では不
可能と述べることは科学的には適正なこと
である． 
この求刑理由のうち，まず理由(1)及び(2)

をみると，地震の予測に関する科学の不定性
から考えて，非常に無理な理由づけを行って
いる．大雑把でなく曖昧でもない効果的な危
険度評価（理由(1)）を行うことや，完全かつ
正確でまったく矛盾のない情報（理由(2)）を
提供することは，現状の科学に基づけば不可
能なことである． 
一方で，判決理由書の中で 375頁というも

っとも多くの頁数を費やしている 5章「因果
関係」では，告訴団を含む被害者の家族等の
証言により，「大災害委員会の『安全宣言』
が被害者の地震に対する習慣を変えさせ，そ
の結果，ラクイラ地震における死亡，傷害に



至った」という因果関係を証明しようとして
いる．この因果関係は理由(3)に近いので，ビ
リ判事は理由(1)及び(2)ではなく，理由(3)を
主な有罪理由としたと考えられる．言い換え
ると，理由(1)及び(2)に現れる科学の問題より，
理由(3)に現れるコミュニケーションの問題
にビリ判事は重点を置いた． 
ところが，判決理由書 5章で証明されてい

る因果関係は理由(3)に完全には一致しない．
「下記の言動」が「安全宣言」に置き換わっ
ており，実はこの不一致が判決の重点部分に
おける大きな問題点になっている．つまり，
問題点の所在は，「安全宣言」とは何か？，
それを出したのはだれか？にある．5 章で証
明されたことは「被害者は委員会会合後のメ
ディアの報道を見聞きして習慣を変えた」と
いうことであるから，「安全宣言」＝メディ
アの報道である．委員会会合は非公開なので，
被告人等とメディアの接点としては会合前
後のインタビューと記者会見しかない．記者
会見は音声記録がなく証拠採用されなかっ
たので，残る候補はインタビューだけである．  
その中でメディア報道の内容，特に被害者

に対して説得力のあったエネルギー放出の
点に言及しているのは，委員会前のデ・ベル
ナルディニス副長官のインタビューだけで
ある．ましてやエネルギー放出の点は科学的
に間違っており，科学者委員やオブザーバが
委員会の場で科学的に間違っていることを
あえて口にするとは到底考えづらい．また，
このインタビューは会合前に行われている
から，会合での科学者の発言がこのインタビ
ューの内容，ひいては報道内容や「安全宣言」
に影響することは物理的にあり得ない．さら
には，聞き取り調査によれば，科学者たちは
デ・ベルナルディニス副長官の委員会前イン
タビューおよび地元テレビや新聞の報道を
裁判になるまで知らなかったので，「安全宣
言」を否定しようもなかった．  
従って，本件の責任はデ・ベルナルディニ

ス副長官が担うべきであり，科学者全員とド
ルチェ室長には責任はないであろう．デ・ベ
ルナルディニス副長官に，エネルギー放出も
含めた「安全宣言」を出すよう指示したベル
トラーゾ長官と，それに協力したスターティ
評議員は追加で起訴されるべきであろう． 
さらには，記者会見で発表されていたであ

ろういろいろな科学的情報，あるいはバルベ
リ教授やチャレンテ市長，スターティ評議員
による，よりまっとうなインタビューではな
く，科学的ではないが読者や視聴者に訴えか
けやすい「安全宣言」のみを報道した報道機
関の責任も重大であろう．しかし，報道関係
者が起訴されることはなかったので，報道機
関の責任に関する裁判所の判断が示される
ことはなかった． 
本研究成果をまとめあげ，科学技術社会論

研究に投稿後の 2014年 11月，二審のラクイ
ラ高裁は科学者 6名全員に逆転無罪判決を言
い渡した．報道陣に「安全宣言」をしたデ・

ベルナルディニス副長官にのみ禁錮 2年の執
行猶予付き判決となった．これらの判決理由
は，本研究で考察したものとほぼ同等であっ
た． 
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